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【抄 録】 

学校の運動部活動は日本のスポーツ文化を支える土台である．しかし近年，その運動部活動の過熱

化が社会問題となっている．この過熱化の背景には，運動部活動の中心的なイベントである競技大会の

あり方が関係している．こうした競技大会のあり方の原型は，戦前の旧制中学校などの諸大会に見られ

る．筆者の問題関心は，その展開を分析することで，運動部活動の過熱化の歴史的背景を理解するこ

とにある． 

先行研究によると，日本の運動部活動が戦前から活発に行われていたことは知られているが，その競

技大会の歴史は未だ十分に明らかになっていない．そのため，いつごろ，どのような競技大会がどのよう

な団体によって開催されたのか，といった問いに答えられない． 

そこで本研究は，戦前期に中等学校競技大会がどのように展開したのかを，朝日新聞社編『運動年

鑑』（1919-1943）を資料として記述することを目的とした． 

分析の手続きとして，まず『運動年鑑』に掲載された競技大会の情報を整理し，その中から中等学校

（中学校・師範学校・高等女学校・実業学校）の校友会・運動部活動の所属生徒を対象とした競技大会

を抽出した．その上で，それら競技大会の特徴を知るために，開催日，大会名，開催範囲，主催団体の

情報を取り出して分析した． 

得られた知見は次のようにまとめられる．『運動年鑑』に掲載された中等学校競技大会の数は，1918

年度から 1942 年度までに，26 競技 1 万 245 大会であった．時代ごとの変化を見ると，1910 年代には少

なかったが，1920 年代に急増し，1930 年代前半にもっとも多くなり，1930 年代後半から減少していった． 

こうした全体のプロセスを競技大会の開催範囲と主催団体の観点から分析すると，その展開には，複

数および単一の道府県大会の増加／減少と，競技連盟主催および学校主催の競技大会の増加／減

少が反映していたことがわかった． 

以上で明らかになった中等学校競技大会の量的傾向は，いくつかの先行研究で指摘されていた戦

前のスポーツ全体の盛衰を，中等学校競技大会数の変化という量的データから支持し，補強するもので

ある． 
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Ⅰ．本研究の目的と方法 

1．問題関心と先行研究の検討 

本研究の目的は，戦前期に中等学校競技大

会 がどのように展 開 したのかを，朝 日 新 聞 社 編

『運動年鑑』（1919-1943）を資料として記述するこ

とである． 

学校の運動部活動は日本のスポーツ文化を支

える土台である．しかし近年，その運動部活動の

過熱化が社会問題となっている．具体的には，活

動時間や活動日数が伸び，生徒の怪我や教師の

負担，勝利至上主義や過度な競争による弊害な

どが看過できなくなっている（中澤，2017；内田，

2017；島沢，2017）．こうした状況を規制しようと，

スポーツ庁が 2018 年 3 月に「運動部活動の在り

方に関する総合的なガイドライン」（スポーツ庁，

2018）を策定し，改善が期待されている． 

この過熱化の背景には，運動部活動の中心的

なイベントである競技大会のあり方が関係している．

周知の通り，高校生の「甲子園野球」（全国高等

学校野球選手権大会および選抜高等学校野球

大会）や「インターハイ」（全国高等学校総合体育

大会），中学生の「全中」（全国中学校体育大会）

など，さまざまな競技大会が活発に行われている．

毎年，それぞれの地域で勝者を選抜して日本一

を決めようとする競技大会システムは，ほぼすべて

の運動部活動を組み込んでいて，日々の活動内

容やスケジュールに大きく影響している．こうした

競技大会のあり方の原型は，戦前の旧制中学校

などの諸大会に見られる．ならば，その展開を分

析することで，運動部活動の過熱化の歴史的背

景の一端を理解できるだろう． 

これまでの体育・スポーツの通史的研究による

と，戦前の運動部活動は，明治前半期に東京の

高等教育機関で誕生し，その後，大正・昭和初期

までに全国の中等教育機関に普及し，それが日

本のスポーツ文化の土台になってきた（竹之下，

1950；竹之下・岸野，1959→1983，木下，1970；

世界教育史研究会編，1975）．こうした理解を踏

まえて，運動部活動の歴史的研究が取り組まれて

きた（渡辺，1978；内海，1998；神谷，2008；安東，

2009，2015；仁木，2011；中澤，2014）．それらは

校友会・運動部活動の実態や制度，そこに関連

する政策や言説の変遷を明らかにしてきた一方で，

競技大会に関しては，校友会・運動部活動の拡

大背景としての重要性を示唆しながらも（安東，

2015，pp.57-58），ほとんど分析されてこなかった．

そのため，いつごろ，どのような競技大会が開催さ

れたのか，という基礎的なデータも十分に把握さ

れていない．本研究の基本的なねらいは，こうした

研究状況を乗り越えることにある． 

ただし，先行研究をより詳しく見ると，戦前期の

中等学校の競技大会を部分的に扱った研究がい

くつかある．以下ではそれらの詳細を検討しながら，

そこに残された課題を指摘して，本研究の意義を

明確にする． 

まず，中等学校野球大会の開催状況に関する

量的な分析を行った研究がある．日下（1988）は，

国内のスポーツ組織の形成過程を分析するため，

1915 年から 1928 年までの全国中等学校優勝野

球大会の地方予選参加校数の推移と，1918，20，

22，23，25，28，29 年に開催された中等学校野球

の大会数を整理している．また，野球統制令が中

等学校野球の動向に与えた影響を分析した田代

（1996）は，全国の強豪校 6 校の部史を参照して

昭和戦前期の各校の試合数の推移を算出した上

で，1932 年の統制令が府県外チームとの試合数

を減少させたことや，統制令後は 6 校の年間平均

出場試合が 4 大会，対校戦を含む試合数が 25

試合程度で推移したことなどを明らかにした．これ

らの研究は，運動部活動の競技大会の展開に量

的な側面から迫ろうとする点で先駆的な意義を持

つ． 

つぎに，スポーツ団体や教育団体の活動を中

心的な分析対象として，それらが主催した中等学

校競技大会に触れた事例研究がある．たとえば，

1888 年に発足した「秋田県教育会」の事例研究

（森田，2002）では，1900 年以降に同会が野球や

武道，スキーなどの大会を開催したこと，野球や

武道の大会が中等学校大会であったこと，1924

年に同会が解散して以降は大日本武徳会や体

育協会などの組織に一部が引き継がれたことなど

が明らかにされている．また「兵庫県女子中等学

校 体 育 連 盟 」の事 例 研 究 （赤 坂 ，2017）では，

1920 年代の兵庫県で開催された女子のバレーボ
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ール，陸上競技，バスケットボール，軟式テニスの

大会の開催日時や主催者等が整理されている．

さらに，愛媛県におけるスポーツの普及に重要な

役割を担った旧制松山高校の校友会運動部の

研究（真栄城・高木，1986）では，同部の主催によ

って，1920 年から 27 年にかけて 9 競技の近県中

等学校大会が創設されたことや，各競技 10 校前

後の参加校があったことが明らかにされている．こ

れらは，競技大会の内実や開催経緯を知る上で

示唆を与えてくれる． 

以上のような研究の積み重ねによって，中等学

校競技大会の開催状況は徐々に明らかになりつ

つあると言えるだろう．しかし野球を除いては１），府

県レベルの検討に止まっており全国レベルの動向

まではわからない．また野球にしても，戦前におけ

る全国的な開催状況が通時的に示されるには至

っていない．つまり，全体として中等学校競技大

会がいつ，どれくらい開催されたのかは未だ把握

されていない．ここに，中等学校競技大会の開催

状況を網羅的に把握しようとする本研究の意義が

ある． 

では，どうすれば戦前の中等学校競技大会に

関して網羅的にデータを蒐集できるか．そのため

に本 研 究が分 析 対 象 としたのが朝 日 新 聞 社 編

『運動年鑑』である．上述の日下（1988）や，旧制・

全国中等学校陸上競技大会の沿革史をまとめた

高塚（1997）などでも用いられているが，『運動年

鑑』を活用して競技大会の開催状況を最も詳細

に明らかにしたものとして，女性スポーツの展開に

関する來田（1997）がある．來田は 1923 年から

1931 年までに開催された庭球，陸上，水泳，排球，

籃球，卓球の女性競技大会 1,413 件を抽出し，

既に普及していた庭球を除く 5 競技の大会数がこ

の期間に大きく増加したことを明らかにした．來田

は中等学校競技大会に焦点化したわけではない

が，開催規模や主催団体にも注目するなど，当該

資料の分析方法においても本研究に大いに示唆

を与えた． 

 

 

 

 

2．扱う資料 

本研究は資料として，朝日新聞社が編集・発行

した『運動年鑑』を用いる．『運動年鑑』は，『野球

年鑑』（1916-1918）を引き継いで，野球に限らな

い多くの競技大会を記録した資料である．主に単

一府県レベル以上の規模の競技大会が幅広く掲

載されており，その実態に迫るために活用できる． 

『運動年鑑』は，1919 年度から 1943 年度まで

毎年発行され，1944 年度から 1947 年度までの休

刊を挟んで，1948 年度から復刊し 1953 年度まで

発行された． 

本研究はその内の戦前期にあたる部分として，

1919 年度版から 1943 年度版を用いる．それぞれ

基本的に前年度分の競技大会について記してあ

るため，本研究が扱う競技大会の時期は，1918

年度から 1942 年度までということになる．なお戦時

下の 1943 年 9 月 23 日付けの文部省通牒で，中

等学校競技大会の開催と参加は事実上，不可能

に な っ た （ 大 日 本 学 徒 体 育 振 興 会 ， 1943 ，

pp.218-220）． 

さて，『運動年鑑』は国立国会図書館のデジタ

ルアーカイブで 1930 年度版以外はダウンロード可

能なので，そこから蒐集した．ただし，ダウンロード

資料では一部が欠損していた２)．そのためダウンロ

ードできなかった 1930 年度版と必要な欠損部分

は別途，早稲田大学図書館で蒐集した． 

『運動年鑑』の中身は，年度によって子細の変

更箇所はあるが，基本的に，写真・目次・本文・広

告で構成されている．本文は，主に競技大会の概

要と結果が記されているが，他に編集部や識者に

よる評論等が収められている場合もある．図表 1 に

『運動年鑑』の出版年度別の総ページ数と構成カ

テゴリーごとのページ数を示した．例として，創刊

号の 1919 年度版『大正八年度 運動年鑑』の表

紙（図表 2）と目次（図表 3）の画像を掲げておく． 
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図表 1.『運動年鑑』の構成とページ数 

 

出典：朝日新聞社編『運動年鑑』（1919−1943）を元に筆者作成．      

（注）各年度『運動年鑑』のページ数を構成カテゴリー別に示した（表紙，見返し，扉，奥付は含まない）．「写真」

は巻頭グラビアやトップ選手の肖像写真を含む．特定の競技大会の結果を伝える写真は「競技大会」に含めた．

また，「競技大会」と「論説・寸評」や「写真」が同一ページに混在している場合は，「競技大会」に分類した．なお，

1929 年度版から 1942 年度版まで，競技規則集は「付録」として別途刊行された． 

 

図表 2．1919 年版『大正八年度 運動年鑑』の表紙 

（注）右上の表紙に「（第四年）」と記されているのは，『野球年鑑』（1916 年創刊）からの通算表記である． 
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図表 3．1919 年度版『大正八年度 運動年鑑』の目次 

ただし，『運動年鑑』の網羅性については留意

が必要である．『運動年鑑』の掲載情報が不正確

である可能性は排除できず，実際に開催された競

技大会がすべて掲載されているとも言い切れない
３)．このことは，競技大会の開催実態を量的に把

握するために『運動年鑑』の掲載情報を用いる本

研究が有する方法上の限界を示している． 

とはいえ，創刊以来，『運動年鑑』の網羅性は

漸次高められた．1932 年度版で示された編集方

針では，試行錯誤を重ねた結果「今や殆んど改

編の余地なきを認識」するに至ったとされ，「多種

多様の競技会を出来得るかぎり多分に収録する

ため最大限の圧縮」を試みたことが記されている． 

ここで，『運動年鑑』の網羅性を検討するための

最低限の資料批判として，同時期に発行された

類似の資料である，大阪毎日新聞社・東京日日

新聞社編『スポーツ年鑑』（1928，29 年の 2 年度

のみ発行）との比較を試みる．図表 4 に示した通

り，両者の 1928 年度版（1927 年度開催の競技大

会）を比較すると，中等学校競技大会の掲載総数

は『運動年鑑』が 505 件，『スポーツ年鑑』が 329

件，またこれらのうち『運動年鑑』のみに掲載され

たものは 215 件，『スポーツ年鑑』のみに掲載され

たものは 39 件であった．また，同様に 1929 年度

版（1928 年度開催の競技大会）を比較すると，掲

載総数は『運動年鑑』が 600 件，『スポーツ年鑑』

が 246 件で，『運動年鑑』のみは 390 件，『スポー

ツ年鑑』のみは 36 件であった． 

この検討から，『運動年鑑』が『スポーツ年鑑』よ

りも網羅的であり，『スポーツ年鑑』に掲載されてい

る中等学校競技大会のほとんどは『運動年鑑』に

も掲載されていることが明らかとなった．他方で，

『運動年鑑』に記載されていないものが少なくとも

年間 40 件弱は存在することもわかった．とくに，來

田（1997）も指摘する通り，比較的規模の小さな競

技大会が取りこぼされている可能性がある． 

以上より本研究は，『運動年鑑』がすべての競

技大会を掲載しているわけではないことを自覚し

つつも，相当程度の網羅性を有した資料であると

評価して用いる． 

 

 

図表 4．『運動年鑑』と『スポーツ年鑑』の掲載された中等学校競技大会数の比較 

出典：朝日新聞社編『運動年鑑』（1928，1929）および大阪毎日新聞社・東京日日新聞社編『スポーツ年鑑』

（1928，1929）を元に筆者作成． 
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Ⅱ．分析の手続きと事例 

1．分析の手続き 

まず，『運 動 年 鑑 』の記 述 内 容 を整 理 した．

1918 年度から 1942 年度までの競技大会情報は，

野球，テニス（庭球：硬式と軟式を合わせて扱う），

陸上，水泳（競泳と飛び込み，水球），バスケット

ボール（籠球），バレーボール（排球），サッカー

（蹴球），剣道，柔道，弓道，相撲，卓球，ボート

（漕艇），射撃，スキー，スケート・アイスホッケー，

ラグビー，器械体操，馬術，ホッケー，ハンドボー

ル（送球），ボクシング（拳闘），自転車，銃剣道，

国防競技，戦場競技，ヨット，ボブスレー，ゴルフ

（打球），ビリヤード（撞球），レスリング，アメリカン

フットボール（米式蹴球），フェンシング，重量挙げ，

航空，近代競技（近代五種）の 36 競技で記載さ

れていた（原則として『運動年鑑』目次に記載され

た競技名で分類した）４）． 

つぎに，そこから上級学校（大学・高等師範学

校・高等学校・専門学校）や小学校，社会人の競

技大会を除き，中等学校（中学校・師範学校・高

等女学校・実業学校）の校友会・運動部活動の

所属生徒を対象とした競技大会のみを抽出した．

具体的には，「中等学校競泳大会」などの名称か

ら，中等学校の校友会・運動部活動のみが参加

する競技大会と判断できるものを取り出した．合わ

せて，「全国競泳大会」の「中等学校の部」などの

名称で，さまざまな参加者を含んだ総合的な大会

ではあるが，中等学校の校友会・運動部活動の

みが参加する独立したカテゴリーが設けられてい

る競技大会も含むこととした．ただし，二校対抗の

定期戦などは含めないこととした． 

資料から競技大会情報を抽出する手続きの具

体例を，図表 5 で説明する．これは 1920 年度版

『大正九年度 運動年鑑』の 254 ページ目（右）と

255 ページ目（左）である．右ページの上段に「中

等学校競泳大会」がある．「中等学校」というキー

ワードがあるため，これを抽 出 した（図 表 6 の

No.2）．また左ページの上段に「全国競泳大会」

がある．大会名には「中等学校」と書かれていない

が，続く説明書きに「中等学校の部」というキーワ

ードがあるため，これを抽出した（図表 6 の No.3）．

なお，右ページの下段に「関東連合水泳大会」が

あり，入賞者に中等学校生徒が多く見られるが，

中等学校の校友会・運動部活動のみが参加する

独立したカテゴリーが設けられているかどうかが不

明のため，抽出しなかった． 

続いて，それら競技大会の特徴を知るために，

資料から得られるさまざまな情報を整理した．たと

えば，開催日や大会名を基本として，いくつかの

競技大会では参加校数や出場校の条件，試合

結果も知ることができた．それらの中で，多くの競

技大会で知ることができた 2 つの情報から，競技

大会がどのように展開したのかを考察することとし

た． 

1 つは，どのような範囲で行われたのか，という

開催範囲の情報である．分類の仕方は，大会名

称を基本情報として「全国」「複数道府県」「単一

道府県（市町村大会を含む）」の 3 分類とした．た

とえば，上述の「全国競泳大会」を例にすると，実

際の参加範囲は判然としないが，大会名称から

「全国」に分類した．なお，朝鮮や台湾など旧植

民地での大会は，全域・広域で開催されたものを

「複数道府県」に含めて扱い，一部の地域で開催

されたものを「単一道府県」に含めて扱った． 

もう１つは，いかなる団体がその競技大会を行

ったのか，という主催団体の情報である．分類の

仕方は，資料から読み取って適宜帰納的に設定

し，結果的に，「競技連盟（体育協会，体育連盟，

競技別統括組織，学生競技連盟など）」「学校体

育連盟（中等学校体育連盟，中等学校連盟，お

よびそれらの競技別統括組織）」「学校（大学，高

等学校，専門学校，高等師範学校，中学校，高

等女学校など，およびそれらの運動部）」「新聞社」

「その他（道府県，教育会など）」の 5 分類とした．

主催団体が複数ある場合は筆頭団体で分類した． 
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図表 5．資料から競技大会情報を抽出する手続きの具体例 

（1920 年度版『大正九年度 運動年鑑』における水泳） 

2．分析の事例 

以上の手続きに沿って，各資料から競技ごとに

大会情報を抽出した．抽出された大会情報は，図

表 6 に示したように，エクセルファイルに整理した．

ここでは開催年月日，大会名，開催範囲，主催団

体に絞った情報を示したが，資料から得られた多

様な情報は備考としてまとめてあるので，適宜，参

照した５）． 

その詳細を検討してみよう．上記で抽出した「全

国競泳大会」（図表 6 の No.3）は，開催年月日，

大会名，開催範囲，主催団体の全要素が資料か

ら直接読み取れる．しかし，それらの要素が明記さ

れていない場合，補足的な情報を活用しながら，

競技大会の情報を整理するように努めた．たとえ

ば「中等学校競泳大会」（No.2）では，「第 6 回大

会」であることが読み取れるので「第 6 回中等学校

競泳大会」として整理した．またこの競技大会は

他年度『運動年鑑』では「全国中等学校競泳大

会」と記載されており，当該年度大会でも全国各

地の選手が入賞者として掲載されていることから，

開催範囲を「全国」と判断した． 

こうして整理した 1918 年度から 1926 年度まで

の 9 年度分の水泳のデータを見ると，『運動年鑑』

がすべての競技大会を掲載しているわけではない

が，当時の中等学校競技大会の展開が読み取れ

る資料であることを確認できる．掲載件数が急増

した 1924 年度以降の 3 年度分のデータを見ると，

全 48 件（No.14〜61）のうち 15 件が前年度以前

にも掲載された大会，28 件が初めて掲載された大

会であり，残り 5 件は情報不足により判断を保留し

た．初めて掲載された 28 件には，「第 2 回○○大

会」などと記載されていて，それ以前には取りこぼ

されていた可能性が高い 3 件が含まれていた．一

方で半数の 14 件は，「第 1 回△△大会」などの記

載や次年度以降の同一大会の情報を踏まえて，

初開催であることが確認できた．また残り 11 件は

開催回数が特定できなかったが，ここには初開催

であった競技大会も含まれていると推測できる．以

上から少なくとも水泳では，1920 年代に実際に多

くの中等学校競技大会が創設され，『運動年鑑』

の掲載件数が増えていったことが読み取れる． 
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図表 6．競技大会情報の整理の仕方（水泳の場合） 
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Ⅲ．分析結果 

1．大会数 

こうして得られたデータを用いた分析の結果を

次に示す．『運動年鑑』に掲載された 1918 年度か

ら 1942 年度までの中等学校競技大会の数は，26

競技 1 万 245 大会であった．競技ごとに見た各年

度の大会数の一覧を図表 7 に整理した． 

もっとも大会数が多く掲載されていたのは野球

（1,885 大会）であった．そして，テニス（1,527 大

会），陸上（1,322 大会），水泳（833 大会），バスケ

ットボール（821 大会），剣道（748 大会），柔道

（716 大会），バレーボール（687 大会），サッカー

（542 大会）の順に続く．これら 9 競技が 500 大会

を越えて掲載されていて比較的多かった． 

大会数の順位に戻ると，ついで相撲（264 大

会），卓球（203 大会），弓道（190 大会），ボート

（108 大会），射撃（82 大会），ラグビー（81 大会），

スキー（80 大会），器械体操（45 大会），スケート・

アイスホッケー（45 大会），ホッケー（30 大会），馬

術（9 大会），ハンドボール（6 大会），銃剣道（6 大

会），国防競技（6 大会），戦場競技（4 大会），自

転車（3 大会），ボクシング（2 大会）となっていた． 

それ以外のヨット，ボブスレー，ゴルフ，ビリヤー

ド，レスリング，アメリカンフットボール，フェンシング，

重量挙げ，航空，近代競技の 10 競技は，中等学

校競技大会の掲載を確認できなかった． 

中等学校競技大会の数の推移をグラフにして，

図表 8 に示した．1918 年度には，69 大会が掲載

された．それ以降は 100 大会弱で推移し，1920 年

代前半から急激に増加し，1924 年には 473 大会

となった．その後，若干減少するが，再び急増して

いき，1930 年度には 822 大会と最大値を記録し

た．その後はゆるやかな減少傾向を見せ，1930 年

代後半になると急減し，1939 年度に 290 大会とな

った．1940 年度に 398 大会と若干増加に転じるも

のの，1941 年度に 201 大会となり，1942 年度は

141 大会であった． 

1918 年度の 69 大会，最大値となった 1930 年

度の 822 大会，そして 1942 年度の 141 大会に注

目し，大まかな増減の幅を算定すると，753 大会

の増加（1918 年度→1930 年度）と 681 大会の減

少（1930 年度→1942 年度）となる． 

以上から，『運動年鑑』に掲載された中等学校

競技大会の数は，1910 年代には少なかったが，

1920 年代に急増していき，1930 年代前半にもっ

とも多くなり，1930 年代後半から減少していった．

全体的には山型の変動であったことが読み取れる． 

この 1930 年の最高値に至るまでの 1920 年代

の増加プロセスの詳細を見ると，水泳の事例で見

られたような「第１回大会」の記載がある初開催の

競技大会が，全体としても頻出していた．カウント

の仕方に留意が必要であり厳密な定量的比較が

できているわけではないが，「第 2 回大会」「第 3

回大会」を含めた開催回数の少ない競技大会の

数は，1931 年度以降に比較して，1930 年度まで

にかなり多く掲載されていることも確認できた．これ

らから 1920 年代に幅広い競技で多くの中等学校

競技大会が創設され，『運動年鑑』の掲載件数が

増えていったと推測できる６）． 
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図表 7．『運動年鑑』に掲載された競技別に見た各年度の中等学校競技大会数一覧 
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図表 8．『運動年鑑』に掲載された中等学校競技大会の数の推移 

出典：朝日新聞社編『運動年鑑』（1919−1943）を元に筆者作成． 

2．開催範囲 

つぎに競技大会がどのように展開したのかを，

開催範囲と主催団体の観点から分析する． 

まず開催範囲について，どれくらいの規模で開

催されたかが分類できた大会は，全体で 9,074 大

会であった．その内訳を図表 9 に示した．全体とし

ては，「全国」が 1,110 大会（12.2％），「複数道府

県」が 4,229 大 会（46.6％），「単 一 道 府 県 」が

3,735 大会（41.2％）であった．全国大会は全体の

約 1 割であり，約 9 割が複数か単一の道府県大

会が占めていることがわかる． 

大会数が多く掲載されていた主要競技につい

て詳細を見てみよう．全体的な傾向から外れた特

徴を挙げると，たとえば，「複数道府県」（全体では

46.6%）は，サッカー（67.0％）で比較的多かった．

また「単一道府県」（全体では 41.2％）は，バスケッ

トボール（56.9％）と野球（52.5％），バレーボール

（52.3％）で比較的多く，サッカー（26.9％）と柔道

（27.5％），剣道（29.7％）で比較的少なかった． 

 

 

図表 9．『運動年鑑』に掲載された中等学校競技大会の開催範囲 

出典：朝日新聞社編『運動年鑑』（1919−1943）を元に筆者作成．  

（注）数値はパーセント．ただし「合計」の括弧内の数値は，各競技で開催範囲が判断でき

た件数． 
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開催範囲別に見た中等学校競技大会の数の

展開を図表 10 に示した．ここから「全国」「複数道

府県」「単一道府県」のすべてで，時代を経るごと

に増加して，その後減少する，という全体的な山

型の変動と同一の傾向が見て取れる． 

ただ詳しく見ると，それぞれで増減の幅の大きさ

は異なる．「全国」は 1918 年度に 7 大会で，1940

年度に 75 大会と最大値を示し，1942 年度に 59

大会であった．簡略的に言うと，68 大会の増加

（1918 年度→1940 年度）と 16 大会の減少（1940

年度→1942 年度）である．「複数道府県」は 1918

年度に 38 大会で，1932 年度に 328 大会と最大

値を示し，1942 年度に 59 大会であった．同様に

簡略化すると，290 大会の増加（1918 年度→1932

年度）と 269 大会の減少（1932 年度→1942 年度）

である．「単一道府県」は 1918 年度に 17 大会で，

1929 年度に 357 大会と最大値を示し，1942 年度

に 16 大会であった．こちらは 340 大会の増加

（1918 年度→1929 年度）と 341 大会の減少（1929

年度→1942 年度）となる．増減の幅は，全国よりも

複数および単一の道府県大会で大きい． 

つまり，全体の競技大会数が 1920 年代に急増

し 1930 年代前半にピークを迎えて 1930 年代後

半に減少していったプロセスは，複数および単一

の道府県大会の増加／減少を反映していたと考

えられる．また，個別の大会同士のつながりは必

ずしも明確ではないが，1920 年代に全国大会の

増加に伴って複数および単一の道府県大会も増

加していること，そして全国大会の数に対して複

数および単一の道府県大会の数がかなり多いこと

から，中等学校運動部活動の日本一を決めるピラ

ミッド型のシステムが，1920 年代には成立していた

可能性を推測できる． 

 

 

図表 10．『運動年鑑』に掲載された開催範囲別に見た中等学校競技大会の数の推移 

出典：朝日新聞社編『運動年鑑』（1919−1943）を元に筆者作成．   

3．主催団体 

続いて主催団体について，どのような団体が競

技大会を主催したかが分類できた大会は，7,410

大会であった７）．その内訳を図表 11 に示した．全

体としては，「競技連盟」が 1,954 大会（26.4％），

「学校体育連盟」が 600 大会（8.1％），「学校」が

3,126 大 会 （42.2 ％ ） ， 「 新 聞 社 」 が 803 大 会

（10.8％），「その他」が 927 大会（12.5％）であった．

もっとも多いのは学校が主催するパターンであり，

約 4 割を占めた８）．次に多いのは競技連盟が主

催するパターンであった． 

同様に主要競技について詳しく見てみよう．全

体的な傾向から外れた特徴を挙げると，「競技連

盟」（全体で 26.4%）は，バレーボール（48.9％），バ
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スケットボール（40.7％），水泳（37.8％）で比較的

多く，剣道（14.7％），柔道（15.5％）で比較的少な

かった．「学校」（全体で 42.2％）は，柔道（66.6％）

と 剣 道 （ 65.0 ％ ） で 比 較 的 多 く ， バ レ ー ボ ー ル

（ 18.5 ％ ） ， バ ス ケ ッ ト ボ ー ル （ 27 ． 7 ％ ） ， 野 球

（28.3%）で比較的少なかった．「新聞社」（全体で

は 10.8％）は，野球（29.8％）で比較的多く，柔道

（1.7％）と剣道（1.6％）で少なかった． 

 

 

図表 11．『運動年鑑』に掲載された中等学校競技大会の主催団体 

出典：朝日新聞社編『運動年鑑』（1919−1943）を元に筆者作成．  

（注）数値はパーセント．ただし「合計」の括弧内の数値は，各競技で主催団体が判断でき

た件数． 

 

主催団体別に見た中等学校競技大会の数の

展開を図表 12 に示した．ここから，「競技連盟」

「学校体育連盟」「学校」「新聞社」「その他」のす

べてで，時代を経るごとに増加して，その後減少

する，という全体的な山型の変動と同一の傾向が

見て取れる． 

ただ詳しく見ると，それぞれで増減の幅の大きさ

は異なる．「競技連盟」は 1918 年度に 4 大会で，

1933 年度に 209 大会と最大値を示し，1942 年度

に 4 大会であった．簡略的に言うと，205 大会の増

加（1918 年度→1933 年度）と 205 大会の減少

（1933 年度→1942 年度）である．「学校体育連盟」

は 1918 年度に 0 大会で，1932 年度に 85 大会と

最大値を示し，1942 年度に 0 大会であった．これ

は 85 大会の増加（1918 年度→1932 年度）と 85

大会の減少（1932 年度→1942 年度）である．「学

校」は 1918 年度に 33 大会で，1929 年度に 290

大会と最大値を示し，1942 年度に 3 大会であっ

た．こちらは 257 大会の増加（1918 年度→1929 年

度）と 287 大会の減少（1929 年度→1942 年度）と

なる．「新聞社」は 1918 年度に 19 大会で，1929

年度に 70 大会と最大値を示し，1942 年度に 9 大

会であった．これは 51 大会の増加（1918 年度→

1929 年度）と 61 大会の減少（1932 年度→1942

年度）である．「その他」は 1918 年度に 12 大会で，

1924 年度に 102 大会と最大値を示し，1942 年度

に 58 大会であった．こちらは 90 大会の増加（1918

年度→1924 年度）と 44 大会の減少（1924 年度→

1942 年度）となる．増減の幅は，競技連盟主催お

よび学校主催の競技大会でとくに大きい． 

つまり，全体の競技大会数の変化のプロセスは，

競技連盟主催および学校主催の競技大会の増

加／減少を反映していたと考えられる．また，1920

年代から 1930 年代前半にかけて，それまでほとん

ど見られなかった競技連盟が主催する競技大会

の数が顕著な伸びを示し，全体に占める割合も急
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増している．ここから，この時期に各競技大会の運

営体制を整備する必要性から，競技連盟が設立，

拡充されていった可能性を推測できる． 

 

 

図表 12. 『運動年間』に掲載された主催団体別に見た中等学校競技大会の数の推移 

出典：朝日新聞社編『運動年鑑』（1919−1943）を元に筆者作成． 

 

4．学校体育連盟 

先の主催団体の分析で取り上げた「学校体育

連盟」を掘り下げてみたい．分析を行う前に想定し

ていたわけではなかったが，資料からは「中等学

校体育連盟（中等学校連盟およびそれらの関連

団体を含む）」が主催する競技大会が一定数見

出 さ れ た ． だ が そ の 詳 細 は ， 管 見 の 限 り 赤 坂

（2017）の事例分析を唯一の例外として，これまで

の体育・スポーツ史研究ではほとんど明らかにされ

ていない．たとえば，竹之下・岸野（1959→1983，

p.171）などがその名称に触れているものの，その

実態や役割は不明である． 

中等学校体育連盟については，『社会体育ス

ポーツ基本史料集成』第 14〜17 巻に収められた

文部大臣官房体育課編（1993a，1993b，1993c，

1993d）「本邦ニ於ケル体育運動団体ニ関スル調

査」の「府県及殖民地ニ於ケル主ナル体育運動

団体」などで若干の情報が得られる．それらを概

観すると，中等学校体育連盟は道府県ごとに設

立され，競技大会の開催や体育に関する調査研

究を主な事業としていたことがわかる．たとえば，

詳細が記された愛知県中等学校体育連盟の「主

ナル事業」は「一，体育ニ関スル研究調査 二，

運動競技ニ関スル協定 三，男子部競技会ノ開

催 四，女子部同右 五，講習会開催 六，男子

部体育主任打合研究会 七，女子部同右 八，

武道教師打合研究会等（剣，柔）」であった（文部

大臣官房体育課編，1993a，p.327）． 

さらに同資料の情報を整理して，各地での中等

学校体育連盟および関連団体の設立年を，図表

13 に示した．これを見ると，1920 年代から 1930 年

代前半までの，まさに競技大会の数が増加してい

く最中に，中等学校体育連盟が各地で設立され

ていったことがわかる．将来的により深く分析する

ための基礎情報として，提示しておきたい． 
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図表 13．各地での中等学校体育連盟および関連団体の設立年 

出典：文部大臣官房体育課編（1993a、1993b、1993c、1993d）を元に、筆者作成。 

（凡例）○は各地の道府県レベルの中等学校体育連盟の設立年を示し、以後を濃い青とした。△は名称は違うが、中

等学校の競技大会に関連する団体（複数ある場合は最も設立年が早い団体）の設立年を示し、以後を薄い青とした。

△の団体名は、北海道の「旭川四中等学校陸上競技連盟」、岩手の「中等学校連合体育会」、栃木の「中等学校体

育研究会」、東京の「東京府中等学校体育協会」、山梨の「山梨県中等学校体育研究会」、長野の「長野県中等学校

体育研究会」、三重の「三重県中等学校体育協会」、滋賀の「滋賀県中等学校野球連盟」、大阪の「大阪中等学校庭

球連盟」、奈良の「奈良県中等学校体育会」、和歌山の「和歌山県中等学校体育指導者連盟」「紀南中等学校体育

連盟」、鳥取の「鳥取県中等学校野球連盟」、岡山の「岡山男子中等学校庭球連盟」、広島の「広島中等学校庭球連

盟」、香川の「香川県中等学校体育協会」、高知の「高知県中等学校体育研究会」、福岡の「中等学校体操学会」、長

崎の「長崎県中等学校体育大会」、台湾の「中学生団」。  

Ⅵ．考察と展望 

本研究では，戦前日本で中等学校競技大会が

どのように展開したのかを，朝日新聞社編『運動

年鑑』（1919-1943）を資料として記述した．そこで

得られた知見を以下にまとめる． 

『運動年鑑』に掲載された中等学校競技大会

の数は，1918 年度から 1942 年度までに，26 競技

1 万 245 大会であった．時代ごとの変化を見ると，

1910 年代には少なかったが，1920 年代に急増し，

1930 年代前半にもっとも多くなり，1930 年代後半

から減少していった． 

こうした全体のプロセスを競技大会の開催範囲

と主催団体の観点から分析すると，その展開は，

複数および単一の道府県大会の増加／減少と，

競技連盟主催および学校主催の競技大会の増

加／減少を反映していたことがわかった． 

戦前日本の中等学校競技大会の展開は，その

後から現在に続く運動部活動のあり方に大きな影

響を与え，過熱化の問題を引き起こす 1 つの背景

になったと考えられる．その背景を本研究だけで

十分に明らかにできたとは言えないが，これまでの

運動部活動研究でほとんど扱われてこなかった競

技大会の分析の端緒が開かれたのではないか． 

また本研究から引き出される体育・スポーツ史

研究へのインプリケーションは次の通りである．本

研究が明らかにした中等学校競技大会の量的傾

向は，いくつかの先行研究が指摘する戦前のスポ

ーツの盛衰を裏書きするものである．たとえば坂上

（1998）は，1920 年代から盛り上がったスポーツ熱

によって「スポーツ狂時代」が現出し，オリンピック

の熱狂を伴って 1930 年代に絶頂期を迎えた後，

日中戦争期以降は国家の統制やスポーツ批判を

背景として衰退した経緯を記している．本研究は，

こうした先行研究の理解を，中等学校競技大会

数の変化という量的なデータから支持し，補強す

るものである． 

最後に，引き続き研究を発展させていくために，

これから取り組むべき課題を整理しておく．第１に，

資料批判の必要性が残されている．本研究では

競技横断的に把握可能な『運動年鑑』を資料とし

て用いたが，それがどれほど正確に実態を示して

いるのかは，別途，検証されなくてはならない．競

技別の動向を各競技連盟発行資料から，また地

方別の動向を各地方自治体発行資料や地方新

聞から把握して，適宜付き合わせる必要などが残

されているだろう． 

第 2 に，戦前の中等学校競技大会の展開を十

分に明らかにするために，それに影響を与えた要
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因や背景をより深く広く分析していきたい．たとえ

ば開催範囲については，全国と複数および単一

の道府県大会が本大会／予選会などの関連を持

っている場合もあるが，詳細は詰め切れていない．

また主催団体についても，主要主催団体であった

競技連盟や学校が，どのような意図で競技大会を

実施したのかを明らかにすべきだろう． 

第 3 に，本研究で検討した戦前の状況を，戦後

との連続性の中で再考する必要性もある．インタ

ーハイや甲子園野球など，戦後新制高校での運

動部活動の競技大会の成立背景を明らかにする

ために，本研究の知見は活用できる．また先述し

た「中等学校体育連盟」についても，旧制の中等

学校教育機関が新制高等学校に移行したことを

踏まえると，それが戦後の高等学校体育連盟や

高等学校野球連盟とのつながりを持っていた可能

性も示唆される． 

こうした課題に向き合いながら，今後も実証研

究を地道に続けたい． 

 

注： 

1） 野球については，清水（1998）や坂上（2001），

中村（2010）なども，中等学校の野球大会の

展開を議論している． 

2） デジタルアーカイブ版の欠損箇所は以下の通

りである．1922 年度版（pp.65-66），1923 年度

版（pp.12-14，25-26，125-128），1924 年度

版（pp.74-78，87-90），1925 年度版（pp.186-

190），1926 年度版（pp.35-38），1927 年度版

（ pp.23-29 ， 39-42 ， 123-128 ， 339-340 ） ，

1928 年 度 版 （ pp.13-14 ， 31-34 ， 97-112 ，

363-370 ， 規 則 集 pp.3-10 ）， 1929 年 度 版

（pp.9-10，81-91，179-184），1932 年 度 版

（pp.191-200），1933 年度版（pp.361-366），

1942 年度版（pp.27-30）． 

3） 分析の事例として取り上げた水泳の場合，た

とえば，大阪毎日新聞社主催の「全国中等学

校競泳大会」は 9 年度すべてで掲載されてい

たが，開催回数が明記された 6 年度（図表 6

の No.2,4,7,20,35,47）を見ると，実施年度と開

催回数の関係に齟齬がみられた．また，帝国

水友会主催の競技大会は 1919 年度（No.3）

と 1923 年度（No.8）のみ掲載されており，同一

大会だと思われるが，その間の 1920 年度から

1922 年度までは掲載されていなかった．広島

高師主催の「第 3 回広島県中等学校競泳大

会」（No.12）についても，この「第 3 回」が初掲

載であり，「第 1 回」や「第 2 回」は掲載されて

いなかった． 

4） ただし，柔道，剣道，弓道については『運動年

鑑』では「武道」というカテゴリーでまとめられて

いたが，本研究ではそれぞれ独立した競技と

して整理し，競技大会もそれぞれ分けて抽出

した． 

5） それら以外にも一次資料から得られる情報は

多かった．とくに，同じく『運動年鑑』を用いた

來田（1997）の問題関心を引き継ぐと，ジェン

ダーの観点から女子競技の展開の特徴を探

る分析などは重要と思われる． 

6） 『運動年鑑』に掲載された競技大会の数が増

加する局面については，「第 1 回大会」など開

催回数の少ない競技大会の数の変化に注目

することで，その要因を推測できた．しかし，競

技大会の数が減少する局面については，『運

動年鑑』の掲載情報からその要因を推測する

ことは難しく，本研究では議論できていない． 

7） 主催団体の記載が無く分析できなかった競技

大会が 2,835 大会あったので，注意が必要で

ある．その内，1,186 大会は野球であり，その

多くは全国中等学校優勝野球大会の地方予

選であった．なお，同大会を主催するのは朝

日新聞社だが，その地方予選は競技連盟や

学校が主催した場合もあった．このため，主催

の明記されていない地方予選を一括して新聞

社主催と推察することはできない． 

8） ただし詳しく見ると，「学校」主催の 3,126 大会

の内，「中学校，高等女学校など，およびそれ

らの運 動 部 」は 109 大 会 にすぎず，残 りの

3,017 大会は「大学，高等学校，専門学校，

高等師範学校など，およびそれらの運動部」

つまり上級学校であった．真栄城・高木（1986）

は，1920 年代に旧制松山高校の校友会運動

部の主催によって 9 競技の近県中等学校大

会が創設されたことを明らかにしたが，上級学
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校が主催するこうした大会のあり方は戦前期を

通じて一般的な開催形態だったと言える． 
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